












(目的) 

小児慢性疾患の疫学調査は、我々が昨年までの3年間、小児慢性疾患の実態、フォローア

ップに関する研究班で調査した以外に、個々の疾患に対するアンケート調査の報告が散見

されるが、アンケート調査では回収率の問題がある以外に、全ての慢性疾患の調査を行う

のは、時間、労力の面で極めて困難と考えられる。その点、医療給付台帳による調査は地

方自治体の協力が得られれば、医療給付の実態から見た小児慢性特定疾患の疫学調査は比

較的短時間で集中的に行う事が可能である。過去 3年間の実態調査で、個々の小児慢性特

定疾患の地域別、年令別、性別、医療期間別等の患者数が明らかとなったが、反面、給付

台帳による患者数が必ずしも患者総数の実態をあらわしていない場合があり、それが医療

給付制度の制度上の問題に起因することが少なくないことも明らかとなってきた。そこで

本年度は、小児慢性特定疾患を全体的に把握すると共に、給付台帳をもとにした実態調査

の限界、および医療従事者側から見た医療給付制度の問題点について検討した。 


